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行政手続法・行政手続条例適用の不利益処分に係る処分基準

組合等への解散の命令

中小企業等協同組合法第106条第２項

　知事は、事業協同組合、同連合会、事業協同小組合（以下「組合」と言う。）並びに中小
企業団体中央会が、中小企業等協同組合法第106条第１項の命令に違反したとき、又は
組合若しくは中小企業団体中央会が正当な理由がないのにその設立から１年以内に事業
を開始せず、若しくは引き続き１年以上その事業を停止していると認めるときは、その組合
又は中小企業団体中央会に対し、解散を命ずることができる。

中小企業団体の組織に関する法律第69条各項に定められる事項は以下のとおり
１　商工組合が第12条に掲げる要件を欠くに至つたと認めるとき。
２　商工組合連合会が第16条に掲げる要件を欠くに至つたと認めるとき、又はその会員た
　　る商工組合若しくは商工組合連合会が一となつたときは
３　組合が第67条の規定による命令に違反したとき、組合の地区、資格事業の種類その他
　　の構成がその事業を行うのに適当でなくなつたと認めるとき、又は組合が正当な理由
　　がないのに成立の日から一年以内に事業を開始せず、若しくは引き続き一年以上そ
　　の事業を停止していると認めるとき。

○正当な理由か否かの判断基準は以下のとおり
（１）天災等により、その事業を行うことが不可能であったとき。
（２）産業構造の急激な変化等により、事業の変更を準備中の場合
（３）親企業が倒産することにより、下請け企業が取引の変更を余儀なくされ、組合として
　　も、従来の親企業との関連で行っていた事業内容を変更せざるを得なくなり、その準備
　　に時間を要しているような場合
（４）市街地再開発事業等のため、当該事業が終了するまで、商店街、共同店舗等の組合
　　員が別々の仮店舗で営業していること等により、組合活動を行うことが不可能な場合
（５）組合員の意思にかかわらず、行政等の処分により事業遂行が行えないような場合

休眠組合の整理に係る事務処理要領


